
アメリカ先住民居留地の「内国植民地」化政策
─フィリピン植民地政策との連続性に注目して─

宮下敬志

本稿の目的は，第一に，19世紀末にアメリカ先住民統治政策が確立するまでの歴史を論じる

ことであり，第二に，19世紀末に確立した先住民統治政策と20世紀初頭の植民地統治政策の歴

史的な連続性を説明することである。

19世紀の先住民政策史は多くの研究者によって論じられてきたが，先住民居留地を「植民

地」に類する空間（「内国植民地」）と捉えた研究や，居留地で実践されていた統治政策が植民

地政策の前例となっていたことを論じた研究は少ない。そこで，本稿では，先住民居留地にお

いて「植民地」統治政策が確立するまでの歴史的経緯と（第１節），「植民地」政策の形成に果

たした先住民改革者の役割とを論じる（第２節）。その上で，先住民改革者や植民地教育官僚の

手によって，先住民統治政策が植民地に「輸出」されていたことを，フィリピン植民地を例に

説明していく（第３節）１）。

第１節　先住民居留地の「内国植民地」化

19世紀前半における「植民地」化の進展

先住民に対する近代的な「植民地」支配は，合衆国建国以後の19世紀の出来事だった。なぜ

なら，18世紀末まで，先住民諸部族は，事実上，「独立した国家」であったからである。例えば，

東部のイロコイ同盟は大西洋沿岸からミシシッピ川上流域までの領土を支配していたし，南部

でも，チェロキー族などが黒人奴隷制を導入しながら部族の領土を確保していた２）。

19世紀初頭になると，アメリカ西漸運動の進展に伴って，東部や南部の先住民諸部族はその

勢力を弱めた。例えば，イロコイ同盟は，1784年のフォート・スタンウィック条約などにより

大部分の土地を失って，ニューヨーク州が監督する居留地その他に定住させられたし，南部の

チェロキー族なども，合衆国との戦争や州政府による恫喝や違法条約などの結果，1830年代ま

でにオクラホマ居留地に移住させられた。このうち，チェロキー族の移住は，「涙の道」として

知られており，軍隊に率いられた２ヶ月の強行軍によって4000名余りの人々が死亡したといわ

れている３）。

チェロキー族などオクラホマに移住させられた諸部族（文明化５部族）は，移住後に「近代

的な国家機構」を再整備して，自らの文化や権利を守りながら合衆国の支配に抵抗し続けた。

だが，連邦政府は1831年の「チェロキー族対ジョージア州訴訟事件」の判決以後，先住民部族

を「国内の従属国家」として取り扱う方針を公式に定めると，その翌年には，陸軍省にインデ

ィアン対策局（BIA）を設置して，先住民の管理と「文明化」のため各居留地にインディアン監

督官を派遣する制度を樹立した。こうした結果，先住民諸部族に対する連邦政府の支配は徐々
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に強化されていった４）。

しかしながら，南北戦争が始まると，政府の計画は中断した。戦略的に重要でないオクラホ

マ居留地から，連邦政府が駐留軍（北軍）や監督官を撤退させたからである。その結果，文明

化５部族は南部連合国の同盟を迫られ，北軍によるオクラホマ地域に対するゲリラ戦術や略奪

によって莫大な損害を被った。さらに，1866年の講和条約では，オクラホマ居留地の半分が連

邦政府に割譲された上，彼らの領地の中に西部平原地域などの先住民居留地を設けることが決

まった５）。

こうして，オクラホマ以東の部族は，19世紀半ばまでに「国内の従属国家」とされていった。

だが，連邦政府による全先住民居留地の支配体制はこれで確立したとはいえない。なぜなら，

西部先住民は独立状態を保っていたし，オクラホマ以東の部族も，連邦政府と条約の締結でき

る国家としてまだ認められていたからである。

19世紀後半における「内国植民地」の完成

西漸運動は，1862年のホームステッド法の制定や，1869年の大陸横断鉄道の完成などによっ

ていっそう進展した。これに伴い，西部の先住民諸部族と開拓者との間でもめごとが頻発する

ようになった６）。この事態に対処するため，連邦政府は，西部の各部族に「居留地に移住するか，

死（戦争）か」の二択を迫った。その結果，西部の先住民諸部族は否応なしに戦争に巻き込ま

れていく。例えば，オレゴンのヤキマ族は，開拓農民による土地の不法占拠から生じた戦争の

結果，また，南西部のナバホ族も，（キット）・カーソン率いる陸軍の「懲罰的な」遠征の結果，

政府指定の居留地に移住させられていった７）。

一方，大兵力を持つ西部平原地域のスー族に対して，連邦政府は，食料などを供与すること

を条件に，土地の譲渡，居留地制度の施行，陸軍の駐屯などを規定した条約を1851年に締結し

た。また，シャイアン族・アラパホ族に対しても，1861年に同様の趣旨の条約が結ばれた。だ

が，これらの部族に対して食料供与の約束は守られず，平原先住民の生活全般に欠かすことの

できないバッファローも白人の乱獲により激減していたために，部族民の一部は開拓民や駅馬

車を襲うようになった。そして，この状況は，1864年のメソディスト派の牧師だったジョン・

シヴィントンが率いたコロラド民兵隊による，シャイアン族の虐殺事件に帰結した８）。

1874年には，スー族の聖地であるブラックヒルズで金鉱脈を発見したことが引き金となり，

連邦政府は，ブラックヒルズを永久にスー族のものとして認めることを規定した1868年協定の

改正を求めた。しかし，交渉が決裂したため，連邦政府は陸軍のジョージ・カスターに軍事行

動を命じた。リトル・ビックホーンの戦いで，スー族はカスターを討ち取ったものの，大陸横

断鉄道を利用した「カスター追悼部隊」の早期派遣の結果，彼らは連邦陸軍に「逮捕」され，

居留地に押し込められた９）。

こうして，1870年半ばまでに，合衆国政府は，全米各地の先住民諸部族を居留地に強制移住

させることに成功した。1877年に勃発したネズ・パース戦争，1886年まで引き続いたアパッチ

族の祈祷師ジェロニモらに対する軍事作戦，スー族の居留地にて老若男女約300人が殺害された

1890年のウンデットニーの虐殺事件など，陸軍による暴力行為はその後も続いたが，先住民諸
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部族は，互角に陸軍と渡り合うだけの力をこの時までに失っていた10）。

このような先住民部族の弱体化に平行して，政府は，先住民部族を「従属国家」とみなす従

来の方針を次第に改めていった。例えば，1871年には，既に条約で定められている場合を除い

て，先住民部族を条約締結権のある「国家」として認めないとする法律が，1878年には，先住

民からなる警察隊を居留地で組織して「文明化」政策に逆らう部族民を逮捕する制度が，1885

年には，居留地における重要犯罪を合衆国の裁判所で裁くことを規定した法律が，それぞれ定

められていった11）。そして，1887年に制定された単独土地割り当て法（通称ドーズ法）では，

一定期間農地を維持できた先住民を「アメリカ市民」にすることが，1898年のカーティス法で

は，文明化５部族についても「（従属）国家」として取り扱わないことが最終的に定められた。

これをもって，先住民居留地の「内国植民地」統治に必要な法体系は整ったといえるだろう12）。

このような居留地統治政策は，居留地の白人監督官による生活全般に及ぶ管理体制の下で20

世紀以降も維持された。しかし，先住民の「文明化」を目的としたこの政策は，先住民の生活

水準の向上に寄与することはなかった。客観的な数値からみても，経済的に政府援助から自立

できた先住民は僅かであり，人口も世紀転換期まで減少の一途を辿っていたからである。多く

の先住民は，ドーズ法で与えられるはずの市民権の付与が延期され，20世紀半ばまで，「合衆国

の従属民」とされ続けたし，運良く市民権を得た者も，州法によって参政権や白人との結婚な

どが認められない場合が多かった13）。

現在，センサスにおける合衆国の最貧困地区が先住民居留地にあることからも分かるように，

１世紀を経た今でも，先住民居留地は合衆国の「内国植民地」のままである。

第２節　「内国植民地」化への先住民改革者の関与

第１節では，先住民居留地に対する「内国植民地」統治制度が確立するまでの過程を政策史的

に振り返った。第２節では，東部のプロテスタント系の教会エリートからなる民間の先住民改革

者が，19世紀後半の先住民居留地の「内国植民地」化に果たした役割について説明したい14）。

19世紀後半における先住民改革運動の出現

19世紀後半になると，合衆国政府は，先住民居留地の「植民地」化を推進するために，軍隊

という暴力装置だけではなく，民間指導者を居留地に派遣して先住民の「文明化」を担わせる

という「平和的な」方法を併用するようになった（「平和政策」）。西部開拓民が陸軍の強化を強

く求める中で，この方法が併用されたのは，戦争よりも「平和政策」を行う方が安上がりであ

ると政策決定者がみなしたからである15）。

しかし，南北戦争の再建期において，先住民の「文明化」を効果的に成し遂げるために使え

る予算や人材は限られていた。そこで，グラント大統領は，東部都市部のプロテスタント系教

会エリートに無償協力を求める方法を考案した。教会エリートが解放奴隷政策に積極的に協力

していたことからも，これは成果の見込める企てだった。
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その結果，1869年に彼らを集めて作られた政府組織が連邦インディアン行政委員会（BIC）

である。BICの名目上の設立目的は，BIAの監査と改革にあった。しかし，政府は，委員として

選んだ教会エリートを介して，居留地の「文明化」政策にミッションの協力を得ることをBIC

に強く期待していた。その期待に応えて，先住民ミッションを行っていた各教派の伝道ボード

の中央組織の責任者を集めて居留地政策を議論する伝道ボード代表者会議を，BICは1871年に

組織した。

この会議を通して，ミッション団体とBIAの協力関係はさらに進んだ。例えば，居留地のイ

ンディアン監督官の任命権を各教会に委任する政策が大規模化し，各伝道ボードが居留地支配

に直接的に関与するようになっていった16）。

19世紀末における先住民改革運動の興隆

「平和政策」における政教の協力関係は，各教派の先住民居留地へのミッション事業の拡大を

促した。それに伴って，東部都市部では先住民ミッションの話題が報じられる機会が多くなっ

た。結果，1880年前後の東部都市部では先住民改革が空前のブームとなり，民間の先住民改革

団体が東部各都市に相次いで設立された17）。

このうち，当時の先住民改革運動をまとめる役割を果たしたのが，1883年に設立されたモホ

ンク湖インディアン友愛者会議である。BICの主催したこの年次会議には，各地の先住民改革

団体の関係者の他に，プロテスタント各教派の伝道ボードの幹部，人種マイノリティ改革全般

に関心のあった東部の著名牧師，政府や行政の先住民改革派などが広く集まり，主に先住民政

策改革について話し合われた。そして，統一見解として議決された政策改革案は，ロビイスト

などによって政府や連邦議会に訴えられていった18）。

会議で議論された先住民改革案は，改革者の机上の空論ではなく，多くの案が連邦政策とし

て結実している。例えば，居留地の子供達は「遺伝的に劣等」であるから，先住民専門の寄宿

学校を建設して，基本的な読み書きと手作業教育に限定された特殊な教育を大規模に実施すべ

きとする教育改革案は，BIAの基本政策として採用され，政府の費用によって多くの寄宿学校が

建設されていった19）。

このような教育政策以外にも，政府が行うべき先住民居留地支配に関わる多くの改革案を改

革者達は政策化させている。別稿で述べたように，通説では，改革者の先住民救済に果たした

人道主義的な側面が強調されているが，先住民を「遺伝的に劣等な有色人種」とみなしながら，

20世紀における先住民居留地の「内国植民地」化を決定づける多くの政府政策を導いていた点

で，彼らは，「植民地主義者」として批判的に分析されなければならない20）。

第３節　「内国植民地」統治政策の植民地への輸出

第３節では，19世紀末に確立した先住民統治政策が植民地に「輸出」されていたことを，フ

ィリピン植民地を例に説明していく。

先行研究が示すように，「公式」植民地を統治した経験がなかった合衆国の政策決定者は，19

世紀における先住民居留地の統治経験が，フィリピン植民地統治の重要な先例になると考えて
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いた。そのため，居留地の「文明化」政策を作り上げた先住民改革者に対しても，フィリピン

人の改革に積極的に関与することを，大いに期待していた。こうした要請に応えることに先住

民改革者もやぶさかでなく，1900年にはフィリピン植民地問題をモホンク湖会議の議題に加え

た。そして，若い世代の植民地官僚を積極的に会議に加えながら改革を進めて，モホンク湖会

議は，本国におけるフィリピン植民地改革者としての地歩を固めていった21）。

そこで，以下では，教育政策を事例に，先住民政策がどのような形でフィリピン植民地に

「輸出」していたのかについて，また，それに先住民改革者がどのように関与していたのかにつ

いて簡単に紹介したい。

フィリピンへの教育政策の「輸出」

フィリピン教育改革を議論するにあたって，先住民改革者達は，先住民と同じく「遺伝的に

劣等な有色人種」であるフィリピン人には，先住民教育の方法論をそのままの形で「輸出」す

ることが最善であると考えた。そこで，先住民改革者は，自らの確立した方法を若い植民地官

僚に積極的に伝えることで，先住民教育の輸出を図ろうとした。植民地官僚も前例とするべき

事例が他になかったため，先住民改革者が運営していた寄宿学校を赴任前に視察したり，モホ

ンク湖会議に足を運んで先住民教育者らと交流したりすることで先住民教育政策を積極的に学

んだ22）。

こうした植民地官僚のうち，先住民教育政策のフィリピン植民地への「輸出」を推進したの

が，初代フィリピン教育長官のフレッド・アトキンソンである。彼は教育学者ではあったもの

の，「有色人種」教育についてはあまり知識がなかった。そこで，モホンク湖会議の有力指導者

の一人が設立した黒人と先住民を対象とした寄宿学校であり，両人種を「遺伝的に劣等な有色

人種」とみなして手作業に限定された教育を行っていたハンプトン農業師範学校を，アトキン

ソンは赴任前に視察することにした。視察の結果，彼は同校の教育方法に強い感銘を受けて，

「遺伝的に劣等な有色人種」であるフィリピン人の教育には，同校の教育方法を手本とされるべ

きであると確信して，赴任後，ハンプトンを模した手作業学校をフィリピンに設置している23）。

彼の発言を分析すると，ハンプトン方式の教育の「輸出」に熱心に取り組んだのは，人種差

別主義的な理由だったことが分かる。例えば，彼が連邦教育局に提出した報告書では，「私たち

は高等教育をやり過ぎている可能性と，フィリピン人が事務的な仕事に適さない可能性とに留

意しないといけない」と「劣等人種」への過剰な高等教育を戒めているし，1904年に行われた，

モホンク湖会議演説でも，フィリピン人を「子供の人種」と表現して，現世代での「改善可能

性」について否定的な意見を述べている24）。

アトキンソン以後のフィリピン教育官僚の多くも，彼と同様の立場から手作業教育を重視す

る政策を推進していった。だが，ハンプトンのような寄宿制の手作業教育を全島規模で実施す

るのは植民地の財政的に不可能だったために，通学制学校のカリキュラムに手作業教育を加え

ることで，この政策を実施していった25）。とりわけ，モホンク湖会議でハンプトン方式の学校

教育のフィリピンへの普及を強く訴えていたウィリアム・C・フォーブズが総督に就任した
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1909年以後は，フィリピンの学校において手作業教育の占める割合が増加していった。彼は，

友人だったフランク・ホワイトを教育長官に据えると，手作業教育の実施状況を観察する監督

官を派遣する政策や，フィリピン人教師を選抜して，マニラの師範学校で手作業教育を学ばせ

る政策を直ちに実施した。また，フィリピン人教師にハンプトン方式の手作業教育を教える目

的で，『フィリピン・クラフトマン』という月刊誌も立ち上げている26）。

こうした活動の結果，1910年代前半までに，手作業教育重視の先住民教育政策は，フィリピ

ン植民地の教育政策として定着した27）。

まとめ

以上みてきたように，19世紀初頭以来，段階的に進んだ先住民居留地の「植民地」化は，「内

国植民地」的な統治政策が確立した19世紀末に完成した。そして，この統治方法の確立に寄与

した先住民改革者は，新たに獲得した植民地のフィリピン人を，先住民と同じ「遺伝的に劣等

な有色人種」とみなして，植民地官僚と協力しながら，先住民統治政策をフィリピン植民地へ

と「輸出」していった。こうした点から考えれば，19世紀の先住民統治政策は，20世紀の植民

地統治政策へと続くものとして考察されるべきである。

なお，統治政策の系譜は，20世紀初頭で途絶えてしまったわけではない。先住民居留地にせ

よ，フィリピン植民地にせよ，20世紀半ばまで政策は抜本的に改正されることはなかったし，

また，このような統治の方法論は，20世紀半ばの日系アメリカ人の強制収容政策や対日占領政

策にも応用されているのである。したがって，アメリカ合衆国における植民地主義の歴史は，

19世紀における先住民居留地の「内国植民地」化の歴史と，現代に続く20世紀のアメリカ帝国

史との双方を見据えながら考察されなければならない。

筆者は，先住民やフィリピン人などの「改革の受け手」側の史料を中心に読み進めながら，

19世紀初頭から現代まで続くアメリカ植民地主義の連続面を，今後調査していきたい。そうす

れば，アメリカ史学に対して貢献できるだけではなく，近代の植民地主義に注目している他分

野の研究者とも問題関心を共有できるだろう。
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